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研究成果の概要（和文）：本研究は、企業等組織のコンプライアンス（法令適応）を
可能にする組織内外のコミュニケーション的基盤について実証的データを収集す
るとともに、その実証研究の成果を会社法、金融商品取引法、経済法、労働法、法
理学、法社会学の研究者が領域横断的に検討することを通じて、コンプライアン
ス・マネジメントの実用的ベンチマークを形成するという目的で企画された研究プ
ロジェクトである。企業対象のアンケート調査を実施し、また、独占禁止法分野を対
象に、期待される組織内外コミュニケーションのあり方を理論と実証の両面から検討した。 
 

研究成果の概要（英文）：This research project aims to make a benchmark of 
compliance management through cross-examinational study and theoretical 
discussions of the empirical research of the scholars in the fields of 
Corporate Law, Financial Instruments and Exchange Law, Economic Law, Labor 
Law, Philosophy of Law, Sociology of Law. We conducted a questionnaire survey 
and had roundtable discussions on compliance issues. 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2009 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 

2010 年度 2,000,000 600,000 2,600,000 

2011 年度 1,500,000 450,000 1,950,000 

2012 年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

総 計 7,400,000 2,220,000 9,620,000 
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１．研究開始当初の背景 
 研究開始の当初、わが国では、会社法や金
融商品取引法、独占禁止法等の大改正の影響
で、企業コンプライアンスや内部統制への関
心が高まっていたが、その一方、コンプライ
アンスの領域横断的な法理論研究はほとん
ど行われておらず、実証研究もほとんど蓄積
のない状態であった。 

 
２．研究の目的 
 以上の背景のもとに、本研究グループは、
企業等の組織内外のコミュニケーションに
着目し、その実証的なデータを収集するとと
もに、会社法、金融商品取引法、経済法、労
働法、法理学、法社会学に加え、実務家も交
えた議論を行うことで、企業コンプライアン
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スへの新たな研究方法を確立する必要を感
じ、本研究プロジェクトを立ち上げた。本研
究は企業コンプライアンスに関する実用的
ベンチマークを形成することを目標とした。 
 
３．研究の方法 
 企業等の組織内外のコンプライアンスに
かかわるコミュニケーションに関する実証
的データを収集するべく、平成 22 年度に「コ
ンプライアンスとコミュニケーションに関
するアンケート調査」を実施し、その成果に
ついて会社法、金融商品取引法、経済法、労
働法、法理学、法社会学の研究者に加え、実
務家も交えた領域横断的議論を行い、データ
の解析を行った。平成 23 年度から 24 年度に
かけて、予防的コンプライアンスに焦点をし
ぼり、独占禁止法コンプライアンスについて
実務家や企業法務、経営陣の聞き取り調査を
実施し、この成果もまた領域横断的議論を通
じて成果物にまとめた。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、大阪大学企業コンプライアン
ス研究会で随時公表するとともに、平成 24
年 9月に日本 CSR 普及協会近畿支部の主催す
る「CSR・内部統制研究会」（於大阪弁護士会
館）で一般向けに公表し、さらに、平成 24
年 3月に、成果全体を『平成 21-24 年度科学
研究費補助金基盤研究(B)研究成果報告書 
コンプライアンスのコミュニケーション的
基盤に関する理論的・実証的研究』としてま
とめ、関係各方面に配布するとともに、専用
ホームページを設けて公表している。 
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